平成14年1月15日

堀内英樹
高浜市「地域福祉計画・中間素案」勉強会の報告

日　　時　　平成14年1月12日(土)　13時30分〜16時

場　　所　　高浜市いきいき広場ホール

司　　会　　高橋紘一策定委員会委員長（日本福祉大学経済学部教授）

報告者　　策定委員会市民委員６名（168人・ひろば委員会の５部会代表）

資　　料　　①高浜市地域福祉計画・中間素案、②中間素案の勉強会・手作り資料編、③地域福祉

　　　　　　計画・中間素案のパブリックコメントの実施について（リーフレット）、④地域福祉

　　　　　　計画・中間素案に関する意見（応募用紙）

1)福祉の考え方が大きく変わろうとしている。平成13年4月に「社会福祉事業法」が抜本的に

　改正され、新「社会福祉法」が施行された。これからの福祉は、一部の保護・救済に止まらず、

　自立と自己選択を重視し、その人らしい生活を家庭や地域で送れるように支援すると規定して

　いる。そのため地方公共団体は、15年に「地域福祉計画」を定めることが義務づけられ、

　策定にあたっては住民や福祉関係者の意見を反映させなければならないとしている。

2)高浜市地域福祉計画・中間素案は、福祉の先進地として全国社会福祉協議会のモデル事業の

　委託を受けて策定された。社会福祉法第107条で全国市町村が15年に策定することを義務

　づけられた地域福祉計画の事前作業でもある。同市では、計画策定段階から徹底した住民参加を

　進めることを“計画活動”と位置づけている。この後も、中間素案をもとにしたパブリック

　コメントを出来るだけ取り入れて、正式に策定する段取りである。
3)勉強会は、「地域福祉計画・中間素案」（モデル案）の公表と策定委員会の市民委員による部会別

　発表が行われた。市民の要望が多かったことについてどのような発表がされるのか、関心も高く

　約150人の参加者で会場があふれた。福祉課で用意された席と資料が足らない盛況ぶりであった。

　恐らく国内で最初に作られた「地域福祉計画」であり、その内容は言うに及ばず、策定や公表の

　手法においても、全国自治体や福祉関係者らの注目を集めている。このモデル案は、これからの

　福祉を考えるうえで、最高のテキストであるとの印象を受けた。ぜひ読んで頂きたいと願う。

4)高浜市では高齢者の介護予防や在宅福祉など、そのレベルが全国トップレベルであることは疑う

　余地がない。森市長を中心にこの10年余り、福祉自治体をめざした独特なな取り組みが行われ

　てきた。

　（電子版「市民のこえ・注目テーマ欄」の「住民自治の手本・高浜市にみる」、「高浜市の高齢者

　　福祉・介護予防と住民参加の特色」を参考にされたい。）

　今回策定される「地域福祉計画」はその集大成であり、これまでの行政主導も福祉から住民主体

　の福祉への転換を図ろうとしている。同時に、利用者をトータルな生活者として捉え、地域福祉

　サービスを統合して提供することによって、利用者の生活質向上をめざしている。

5)「地域福祉計画」を作るため、13年7月に、168人（ひろば）委員会を立ち上げた。市民公募で

　委員を募った約130名が、５部会に分かれて作業や発表を行ってきた。今回の中間素案も

　168人（ひろば）委員会での討議された内容が色濃く反映され、部会の代表が策定委員として

　加わった。勉強会での部会ごとの発表要旨は、つぎの通りである。

　　第１部会：子どもの権利・地域での居場所・バリアフリーなど

　　　　　　　子どもの悩みを相談できる場所や相手があるとよい。高齢者や低学年向けの施設は

　　　　　　　あるが、中高生が使用できる施設が欲しい。街で車椅子の利用を見かけない。

　　第２部会：“ピカッ”と光り輝く福祉サービスを求めて

　　　　　　　総合相談窓口、生活向上支援、障がい者一時預かり、友達スタッフ、利用料の援助、

　　　　　　　働く場の確保・自立、利用者の希望、生活向上支援、新施設が欲しい、つどいの場、

　　　　　　　高齢者一時預かり、福祉マップ、イベント、乳幼児家庭支援、利用者同士の連携、

　　　　　　　ボランティアの充実。

　　第３部会：地域福祉を推進してゆく上でのボランティアの役割

　　　　　　　ボランティアセンターがうまく機能していないのではないのか？→ボランティア

　　　　　　　センターの改革が必要！→ボランティアひろばセンターの設置。

　　　　　　　コーディネーターは、社会福祉抗議会から住民主体へ。

　　第４部会：安心して住み続けられる福祉の街づくり

　　　　　　　新しい町内会活動、近所づきあい、民生委員、当事者団体活動の支援・育成、福祉

　　　　　　　教育の推進、情報システムの整備、地域住民などの相談活動、その他の施策との

　　　　　　　連携。

　　第５部会：21世紀の“近所づきあい”の構築

　　　　　　　昔の近所づきあいと現在の近所づきあい、新たな近所づきあいを作り出す、現在

　　　　　　　ある「居場所」の発掘・発見、支え合うにつながる“居場所バージョンづくり”。

6)司会者の高橋教授から、次のような解説があった。

・地域福祉は、これまでの行政にしてもらう福祉ではなく、住民がなにかやることである。

・コミュニティには、自治会などのように“地域”で結びつくものと、ボランティアのように

　“同じ課題”で結びつくものの２種類がある。

・中間素案は、あくまでもモデル事業である。正式な地域福祉計画は、あらためて作成される

　が、中間素案が大事なたたき台になることは間違いない。

7)参加した市民から、次のような意見発表や話を聞いた。

　・地域福祉計画としては、実に立派な内容である。だだし、計画は５年間としながら、財政の

　　ことは全く触れられていない。絵に描いた餅にならないためには、どうしても優先順位を

　　付けたうえで、実施する必要があるのではないのか。

　・２級ホームヘルパーの研修を受け、介護自習を経験した。現場はたいへんしんどい仕事である。

　　第２グループの“福祉サービスの労働者が病気にならないように”というサービス提供側に

　　気配りした提言は、貴重である。

・この計画書には、カタカナ文字がやたらと使われている。よく分からない。ボランティアは

　なんとなく分かるが、ニーズ、バリアフリー、ユニバーサルデザイン、ケアマネジメント

　などはよく理解できない。どうしても使うのであれば、括弧書きでもよいから日本語で

　書いて欲しい。

・自分の子どもは、交通事故で障がい者になって１年前に亡くなった。高浜市でどんなサービ

　スがあるのか、福祉情報が伝われなかった。愛知リハビリセンターで知り合った保護者と

　相談し、いっしょになってお願いして、初めて話しを聞いてもらえた。

8)堀内英樹が勉強会に参加して感じたことは、次のとおりである。

・福祉は、住民の日常生活に直接かかわるものであり、“制度福祉”よりも“地域福祉”が、

　　何よりも大切である。高浜市は、今回の中間素案でこの考え方を明確にした。それは４本の

　　柱からなっている。

　　　①誰もが住み続けられる仕組みづくり

　②地域福祉サービスの統合化

　③当事者主体の住民参加

　④経済ニーズだけでなく、人とのつながりも重視

・これらの取り組みは、新社会福祉法（13年4月施行）にうたわれた福祉の理念を、地域福祉

　　を進めるうえで実行する試みにほかならない。つまり、個人の尊厳と自立をしっかりと見据え、

　　利用者の意志を尊重して、利用者主体の福祉サービスを行うことである。

　・この10年あまり高浜市は、森市長の強力なリーダーシップのもと、高齢者福祉を中心に

　　全国でもトップクラスの施策を展開してきた。いきいき広場に見受けられる市職員の意識

　　改革も相当なレベルに達している。住民に対しても、介護保険料に代表される“応分の

　　負担”を求めてきた。これからの課題は、これまで行政が牽引してきた地域福祉を、

　　どれだけ住民が主体になって行えるのかが問われていた。その課題に果敢に挑もうと

　　いうのが、今回の中間素案の内容であり、その策定の手法である。

　・策定の手法も単なる住民参加に止まらない。“計画活動”にもある理念が込められている。
　　　①施設建設の「ハードの福祉」から、住民全体でアイディアを出し支え合う「ハートの

　　　　福祉」をめざす。行政と住民のパートナーシップを結ぶ。

　　　②策定委員には、これまでの各種団体代表ではなく、10年先を見越して一般住民に参加を

　　　　求める。168人・ひろば委員会には小中学生を含めた若者の参加を計り、次世代型とする。

　　　③行政と住民がともに学び、情報を共有しながら策定する。「ひろばにゅーす」をインター

　　　　ネットで発進し、パブリックコメントを取り入れるなど、学習と情報発信を重視する。

　・勉強会も“計画活動”の一環として行われた。専門家は司会者だけで、発表者６名はすべて
　　住民であった。聞いていて実にたどたどしいところもあるが、参加した住民と等身大の議論が

　　行われた。参加者が約150名と多かったのも、こうした進め方にあると思われる。おおいに

　　参考にしたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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